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代から 2000 年代にかけての日本では、 日中に働く人の割合が低下する一方で、 深夜や早
朝の時間帯に働く人の割合が趨勢的に増加していることが示唆された。また、この傾向
は、特に非正規雇用者に顕著に観察されることがわかった。例えば、非正規雇用者の平
日午前 11 時の就業率は 1996 年の 69.1%から 2006 年には 63.5%へと 5.6%低下した一方、
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Presser ［1987］ は配偶者の就業時間帯に関する分析を行っている。 Gershuny and Sulllivan ［1996］




















ある。 『社会生活基本調査』は、個々人の 24 時間の生活行動を 2 日間にわたり 15 分単
位で記録する調査であり、調査は毎回 9～10 月の連続する 9 日間に実施される。第 1 回
調査は 1976 年に始まり、その後 5 年おきに 20 万人近くの日本国民を対象に実施され、
直近では 2006 年に第 7 回調査が実施された。雇用形態（正規、非正規の区別）に関す
る質問項目が加えられたのは 1996 年調査からであり、本稿ではその 1996 年調査から、




向は特に非正規雇用者に顕著であり、 平日午前 11 時の非正規雇用者の就業率は 1996 年
の 69.1%から 2006 年には 63.5%へと 5.6%低下した一方、平日深夜 0 時の就業率は 1996





その結果、非正規雇用の深夜就業が増加した可能性も示唆される結果が得られた。   3
本稿の構成は以下のとおりである。まず、2 節では、本稿を分析するに当たっての理






2.  理論的背景 
  本稿では、Winston［1982］や Hamermesh［1999a］に従い、個人 i が以下の効用関数
を最大化するように就業する時間帯 t を日々選択すると考える。 
 




t t it i  (1)
 
ここで、Ltは個人 i が１日の時間帯 t（24 時間を 1 時間刻みにした時間帯）に就労して
いる場合に 1、就労していない場合に 0 をとる指標関数、witは個人 i が時間帯 t に就業




いるため、疲労は個人 i の時間帯 t における消費や余暇選択に影響を与えないと仮定す
る。 
  ここで、(1)式の最大化問題を解くと、以下の(2)式が満たされるときに、個人 i が時間
帯 t において就業するという条件が得られる。 
 




おいて就業するかしないかを決定している点である。 (2)式の右辺は時間帯 t における個
人 i の留保賃金である。留保賃金は、各個人で異なることと同様に、同じ個人であって
も時間帯 t によって異なると考える。 
  次に、労働需要側の行動を考える。企業は、一日のさまざまな時間帯に生産活動を行
い、利益を得ると想定する。ここで、企業 j の利益関数は、 
 
  ) ; , , ( 24 24 1 1 w N a N a j j j j      (3)  4
 
であり、Ntは時間帯 t における労働者数、ajtは時間帯 t における企業 j の利益に対する
労働の寄与度、w は企業 j に雇われている労働者の平均賃金である。 
  ここで、均衡点は、標準的な暗黙の契約モデル（Rosen［1986］ ）で示される。すなわ
ち、時間帯 t における企業 j の労働需要に対して、他の条件を一定として、時間帯 t に
おける留保賃金が最も低い労働者のうち、 ajtが最も高い労働者が労働を供給することに
なる。 
  労働市場では、時間帯 t における労働者の留保賃金の分布と ajtの分布に応じて、時間
帯 t における賃金プレミアム t  が決定される。 各時間帯における賃金は、 ) 1 ( t i it w w   
で表される。Hamermesh［1999a］と同様に、本稿では、 t  =0 のとき企業側の労働需要
を完全に満たすことができない時間帯 t’  が存在すると仮定する。すなわち、多くの労
働者にとって就業することが好ましくない時間帯 t’  が存在し、このときの賃金プレミ





  さらに、Hamermesh［1999a］に倣って、本稿では以下の 2 つの仮定をおく。すなわ
ち、①労働者の嗜好には時間を通じて変化がないこと、②技術革新は、異なる時間帯に
働く労働者の平均的な生産性に対して均一に影響を及ぼすとし、 ある時間帯の労働者の








                                                  
3  ここでは、 t  は労働市場で決定されると仮定されているが、 実際には法定労働時間を超え
た残業時間に相当する賃金プレミアムは、法律によって規定されている国が多く、日本も
例外ではない。日本では、労働基準法により法定労働時間は 1 日 8 時間、一週間で 40 時間
と定められており、これを超える場合、企業は 25%以上の割増賃金率を支払わなくてはな
らない。 また、 時間外労働が深夜の時間帯 （午後 10 時から翌朝の 5 時） に及んだ場合には、
50％以上（深夜割増分 25％+時間外労働の割増分 25％）を支払う必要がある。ただし、こ
の法律上規定された割増賃金率が労働市場で決定される（潜在的な） t  を上回っているか
どうかは不明である。なお、Kawaguchi, Naito, and Yokoyama［2009］による『賃金構造基本
調査』 （厚生労働省） による実証研究では、 日本で過去に支払われた割増賃金率の多くは 25%
であったことが示されているものの、25%以外の割増率も散見されている。   5
者の割合が年々低下してきていること、そしてこの傾向は高所得層ほど著しく、所得層
間で働く時間帯に格差が起こっていることを示している。 










3.  データ 
本稿では、日本のタイムユーズ・サーベイである『社会生活基本調査』（総務省）を
利用する。1976 年に開始された同調査は、『国勢調査』（総務省）の翌年に実施され
る 5 年毎の調査であり、『国勢調査』の調査区から約 6,000 の調査区を選定し、その中
から選定した約7～10万世帯の10歳以上の世帯員約20～27万人に対して行う大規模調
査である（調査年によって世帯・サンプル数は異なる）。同調査は、調査区ごとに指定
した連続する 2 日間について個々人が回答する形式となっているため、 サンプル数は世
帯員の約 2 倍を確保することができる。9 月末から 10 月にかけての 9 日間の調査期間
において、全ての曜日について調査を行っていることも、本調査の特徴である。本稿で
は、『社会生活基本調査』の第 5～7 回調査（1996、2001、2006 年調査）のマイクロ・
データを利用する。 
『社会生活基本調査』では、一日 24 時間を 15 分刻みにし、その一日の間に回答者が









                                                  
4  日本は、1990 年代半ばからデフレに直面した。Kuroda and Yamamoto［2005］によれば、
1990 年代半ばには名目賃金の下方硬直性が観察されたものの、不況が一層深刻化した 1990
年代末以降には名目賃金の下方硬直性がなくなり、賃金が下方に調整されるようになった
ことが報告されている。   6
バイトは含む）を分析対象とし、雇用形態を「正規」と「非正規」に区別したうえで観
察を行う




で就業している雇用者の総称（ 「パート」 「アルバイト」 「契約社員」 「嘱託」 「労働者派
遣事業所の派遣社員」 「その他」 ）である。さらに、平日の就業の深夜化に特に着目する
ために、 調査対象日が平日の月曜日から金曜日の 5 日間に該当するサンプルのみを用い
る。サンプル・サイズは、1996～2006 年の 3 調査年計で、正規雇用者が 88,801、非正
規雇用者が 8,052 である。 
 
 
4.  就業時間帯 
4.1 1990 年代から 2000 年代にかけての推移 
図 1 は、男性雇用者について、それぞれ(1)「正規雇用者」および(2)「非正規雇用者」
の別に、横軸に 1 日 24 時間を 15 分刻みにした時間帯、縦軸に各時間帯の就業率（＝そ




9 時にかけて就業率が 5 割を超え、午前 9 時過ぎには 8 割近くまで上昇している。その
後、昼休みと思われる正午前後には就業率が 3 割近くまで低下した後、午後 1 時から 5
時頃までは再び 8 割超の就業率となったのち、 夕方から次第に就業率が落ちていること
がみてとれる。なお、午前 10 時および午後 3 時前後の就業率の僅かな低下は、この時
間帯に休憩時間をとっている人が多いためと考えられる。 時間帯別就業率の時系列的な
推移をみると、各年の時間帯別就業率を分布としてみた場合、分布の両裾がやや厚くな
ってきており、午後 6 時から午前 6 時にかけての夜・深夜・早朝の時間帯の就業率が若





日中の就業率が 1996 年から 2006 年の 10 年間で大きく低下したことが挙げられる。次
に、日中の就業率が大きく落ち込んだ反面、分布としてみた場合の両裾は厚くなり、夕
                                                  
5  なお、 学生を除くサンプルで分析をした場合でも本稿で得られた結果には概ね変化がない。  
6  本稿で行った全ての分析（図表を含む）には、総務省統計局が計算した集計乗率を用いて
いる。   7
方の 6 時頃から朝の 6 時にかけての時間帯で就業率が顕著に増加していることも、 非正
規雇用に特有の特徴となっている。 
この点を詳しくみるために、表 1 には、6 つの時間帯における就業率を 1996 年から 5
年ごとに掲載した。 図 1 で観察されたとおり、 午前 11 時の就業率は正規雇用者では 85%
程度と、3 調査年を通じて大きく変化していない一方、非正規雇用者では 69.1%から
63.5％と、就業率が 5.6%低下している。ちなみに、表中の「*」 「**」は、1996 年と 2006
年の就業率の差が、 統計的にみてそれぞれ 5、 1％水準で有意であることを示している。
一方、日中以外の時間帯（深夜や早朝、夕方から夜）においては、正規雇用者も非正規
雇用者も就業率が増加している傾向がみてとれるものの、 その傾向が顕著なのは非正規
雇用者のほうである。例えば、深夜 0 時の就業率は、1996 年時点で比較すると、正規
雇用者の 3.6%に対して非正規雇用者は 4.1%と、それほど大きな差はなかったものの、
2006 年には非正規雇用者は 8.4%と就業率が倍以上増加している。非正規雇用者の就業
率の顕著な上昇は深夜 0 時だけでなく、夜中の 3 時、早朝の 5 時、夜の 10 時にも観察
される。なお、正規雇用者については、就業率が上昇している時間帯のうち、平日の午
後7時の変化が特に顕著である。 午後7時に就業していた人の割合は、 1996年には30.5%
だったのに対して、10 年後の 2006 年には 35.9%と 5.4%上昇している。これは、2006










である。特に、日本では 1988 年の労働基準法の改正に伴って法定労働時間が 48 時間か
ら 40 時間へと引き下げられ、それ以降、週休二日制が広く普及したことの影響を考慮
するべきであろう。Kuroda[2010]では、この週休二日制の普及により曜日間の労働時間
の配分が大きく変化し、1986 年から 2006 年の 20 年間で月－金曜日の平日 1 日当たり




業時間帯に変化がみられるかどうかを観察するため、 表 2 には各時間帯における就業確


































                                                  































えるため、『社会生活基本調査』の個票データから、夜の 8 時から朝の 8 時の間に買い
物をした人の割合を都道府県別に算出し、 この割合を大店法廃止による大型店舗の増加
の代理変数としてプロビット・モデルの説明変数に加える。上述のとおり、『社会生活















表をみると、1996 年から 2006 年にかけて、高齢化の進展とは逆に、男性の非正規雇






表 3 をみると、1996 年には有配偶率が 59.2%であったが、2006 年には 42.0%まで大幅
に低下していることがみてとれる。配偶者を持たない労働者にとって、深夜や早朝など
の時間帯で就業することは、 配偶者を持つ労働者に比べれば限界不効用が小さいと推察






年時点で 8.85 時間であったが、その後 10 年で 9.20 時間まで増加している。本稿の分析
結果によれば、この正規雇用者の長時間労働が進んだことにより、夜 10 時の非正規就




ずれも Oaxaca=Blinder 分解では有意にならず、夜 10 時の就業率の上昇を説明すること
はできなかった。 
また、紙幅の制約上、本稿では非掲載とするが、その他の時間帯（例えば、深夜 0 時
や 3 時など）に関しては、本稿で採用した構成比変化以外の 3 つの説明変数はいずれも
就業率の増加を有意に押し上げる要因として特定化することができなかった。 就業の深  11
夜化が進展した要因については、 今後さらにその要因を探求する必要がある。 以下では、




























6.  おわりに 
本稿では、 『社会生活基本調査』の個票データを用いて、日本人の深夜就業の実態を
把握し、深夜化が進行した要因を特定化することを試みた。 
本稿の分析の結果、1990 年代から 2000 年代にかけての日本では、日中に働く人の割
合が低下する一方で、 深夜や早朝の時間帯に働く人の割合が趨勢的に増加していること
が示唆された。この傾向は特に非正規雇用者に顕著であり、平日午前 11 時の非正規雇
                                                  
9  このほか、 この間に急速に進んだインターネットが深夜就業や生活スタイルの深夜化に影
響を及ぼした可能性も考えられる。この点の解明も今後の課題として残される。   12
用者の就業率は 1996 年の 69.1%から 2006 年には 63.5%へと 5.6%低下した一方、 平日深
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表中の「深夜」は、深夜 0 時を指す。 
 
正規雇用者
1996 0.036 0.024 0.032 0.853 0.305 0.077
2001 0.042 0.025 0.032 0.841 0.340 0.092
2006 0.042 0.029 0.035 0.853 0.359 0.094
96 --> 06 0.006 ** 0.004 ** 0.003 * 0.000 0.054 ** 0.017 **
非正規雇用者
1996 0.041 0.025 0.038 0.691 0.151 0.070
2001 0.062 0.045 0.056 0.620 0.167 0.084
2006 0.084 0.057 0.066 0.635 0.210 0.097
96 --> 06 0.043 ** 0.032 ** 0.028 ** -0.056 ** 0.059 ** 0.027 **
深夜 3:00 am 5:00 am 11:00 am 7:00 pm 10:00 pm
正規雇用者
　96-->06 0.006 0.004 0.003 0.000 0.054 0.017
　　　労働時間変化による部分 0.002 ** 0.002 ** 0.003 ** 0.012 ** 0.046 ** 0.015 **
それ以外による部分 0.004 + 0.002 0.002 -0.012 ** 0.009 + 0.003
非正規雇用者
　96-->06 0.043 0.032 0.028 -0.056 0.059 0.027
　　　労働時間変化による部分 0.003 0.003 0.003 0.002 0.011 0.003
それ以外による部分 0.040 ** 0.030 ** 0.026 ** -0.059 ** 0.049 ** 0.024 *





（    ）内は標準偏差。 















被説明変数 0.097 0.070 0.027 - - 0.0235+ 0.0027
10:00pmの就業率 (0.297) (0.256) - - (0.013) (0.015)
説明変数
平均労働時間（一日当たり） 6.861 6.762 0.099 0.1092** 0.1219** 0.0017 -0.0098
(3.829) (3.647) (0.018) (0.017) (0.003) (0.012)
年齢 42.297 45.645 -3.349 -0.0101* -0.0104* 0.0049* 0.0013
(14.825) (15.180) (0.005) (0.004) (0.002) (0.032)
0.203 0.174 0.028 -0.0127 -0.3979* -0.0005 0.0079
(0.402) (0.379) (0.152) (0.159) (0.001) (0.018)
0.420 0.592 -0.172 -0.3148** -0.0513 0.0061* -0.0160
(0.494) (0.492) (0.121) (0.116) (0.003) (0.040)
0.035 0.045 -0.010 0.2802 -0.0609 -0.0002 0.0016
(0.184) (0.207) (0.185) (0.229) (0.000) (0.004)
0.623 0.578 0.045 -1.1384+ 0.8170 -0.0034 -0.1322
(0.098) (0.091) (0.659) (0.680) (0.004) (0.297)
職業ダミー (ベース = 事務)
専門的・技術的職業 0.085 0.116 -0.031 0.3420 0.2932 -0.0015 0.0005
(0.279) (0.320) (0.231) (0.244) (0.001) (0.004)
販売 0.081 0.080 0.001 0.2265 -0.1037 0.0000 0.0030
(0.272) (0.271) (0.217) (0.255) (0.000) (0.008)
生産工程・労務等 0.729 0.682 0.047 0.0725 -0.0908 0.0000 0.0132
(0.444) (0.466) (0.176) (0.187) (0.001) (0.037)
正規雇用者の平均労働時間 9.203 8.854 0.348 0.2688 0.1031 0.0144* 0.1675
（都道府県別） (0.274) (0.184) (0.175) (0.244) (0.007) (0.501)
8pmから8pmの間に買い物を 1.174 0.754 0.421 0.0398 -0.2724* -0.0069 0.0336
した人の比率（都道府県別） (0.386) (0.380) (0.128) (0.129) (0.007) (0.076)
失業率（地域ブロック別） 4.859 3.845 1.014 0.1224* -0.2127* 0.0090 0.1544
(1.026) (0.559) (0.060) (0.096) (0.007) (0.348)
定数項 - - - -4.1655* -2.2136 - -0.2223





配偶関係 (有配偶 = 1)
教育水準 (大卒 = 1)


































深夜 3:00 am 6:00 am 9:00 am 正午 3:00 pm 6:00 pm 9:00 pm
1996
2006